
四 半 期 報 告 書

(第61期第２四半期)

　



　



四 半 期 報 告 書
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第60期

第２四半期
連結累計期間

第61期
第２四半期
連結累計期間

第60期

会計期間
自 2019年４月１日
至 2019年９月30日

自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2019年４月１日
至 2020年３月31日

売上高 (百万円) 14,347 11,337 32,485

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △54 △421 1,566

親会社株主に帰属する当期純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)

(百万円) △122 △328 711

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) △210 △265 617

純資産額 (百万円) 21,892 21,997 22,482

総資産額 (百万円) 32,931 36,096 32,533

１株当たり当期純利益
又は１株当たり四半期純損失(△)

(円) △13.82 △36.93 79.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 66.5 60.9 69.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円) 2,631 2,684 2,832

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △338 95 △165

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円) △349 4,510 △1,604

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 9,046 15,506 8,236

回次
第60期

第２四半期
連結会計期間

第61期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2019年７月１日
至 2019年９月30日

自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 18.43 10.72

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．当社は役員向け株式報酬制度を導入しております。同制度に係る信託が保有する当社株式は自己株式として

計上しており、１株当たり当期純利益又は四半期純損失の算定上、期中平均株式数の計算において控除する

自己株式に含めております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第60期第２四半期連結累計期間及び第61期第２

四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、第60

期連結会計年度については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により経済環境は依然とし

て厳しい状況で推移しました。感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベルを引き上げていくなかで、各

種政策の効果や海外経済の改善もあって持ち直しの動きも期待されますが、国内外の感染症の動向等の影響を注視

する必要があり、先行き不透明な状況が続いております。

パーティション市場におきましても、厳しい経済環境のなか市場の動きが縮小傾向となっており、更にはテレワ

ークの拡大やそれに伴うオフィス空間の見直しなど、空間づくりのあり方も変化してきております。

このような状況のもと、当社は独自の価値創造モデルである「コマニーＳＤＧｓ∞（メビウス）モデル」を通じ

て、当社に関わるすべてのステークホルダーの皆様が幸福になる経営の実現に向けて取り組んでおり、新型コロナ

ウイルス感染症の状況下におきましてもパーティションの特性を活かし、必要とされる商品やサービスをスピード

よく展開できるよう取り組んでおります。また、厳しい経済環境においても利益を確保できるよう、原価低減活動

や固定費の削減などこれまで以上に重点をおいて取り組むと同時に、新型コロナウイルス感染症の対策として、社

員の感染による業務停止などのリスク回避のため、対策本部を立ち上げてガイドラインを全社展開し、密集の回避

やソーシャルディスタンスの確保など対策を講じてきました。

当第２四半期連結累計期間における営業活動といたしましては、新型コロナウイルス感染症の影響による働き方

や生活スタイルの変化に応じたお客様ニーズに対し、提案やサービスの提供を行うことに重点をおき活動いたしま

した。しかしながら、特に主力となる首都圏や大都市圏のオフィス市場においては、投資を控え今後の動向を様子

見する状況もあり、売上高は113億37百万円(前年同四半期比21.0％減)となりました。

損益面につきましては、売上高減少の影響などにより、売上総利益は41億50百万円(前年同四半期比22.5％減)、

売上総利益率は36.6％(前年同四半期比0.7ポイント減)となりました。

販売費及び一般管理費は、業務プロセスの見直しによる固定費の削減に取り組み、47億24百万円(前年同四半期比

12.3％減)となりました。

その結果、営業損失は５億73百万円(前年同四半期は営業損失31百万円)、経常損失は営業外収益として新型コロ

ナウイルス感染症による雇用調整助成金や保険解約返戻金を計上したことなどにより４億21百万円(前年同四半期は

経常損失54百万円)、親会社株主に帰属する四半期純損失は３億28百万円(前年同四半期は親会社株主に帰属する四

半期純損失１億22百万円)となりました。
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当第２四半期連結累計期間の市場別売上高、受注高及び受注残高は次のとおりであります。

(単位：百万円)

当第２四半期連結累計期間

(2020年４月１日～2020年９月30日)

市場

売上高 受注高 受注残高

金額
前年同四半期比

（％）
金額

前年同四半期比

（％）
金額

前年同四半期比

（％）

オフィス 5,310 70.7 5,936 88.8 3,523 107.5

工場 2,864 91.2 3,334 87.0 2,407 70.8

医療・福祉 1,522 101.0 2,194 102.1 4,098 123.1

学校 589 88.2 1,311 95.3 1,649 112.5

その他 1,049 68.9 1,345 68.7 1,554 50.6

合計 11,337 79.0 14,123 88.3 13,234 91.0

（注）上記表中「その他」の前年同四半期比の算定においては、前期まで地域別セグメント開示を行っていた中国の

実績を含めて計算しております。

なお、当社グループは従来、「日本」「中国」の２区分を報告のセグメントとしておりましたが、前連結会計年

度に連結子会社であった格満林(南京)新型建材科技有限公司の全出資持分を譲渡したことに伴い、第１四半期連結

会計期間より「パーティションの製造及び販売事業」の単一セグメントに変更し、セグメント別の記載を省略して

おります。

(2) 財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は360億96百万円となり、前連結会計年度末と比較して35億63百万円の増加

となりました。

(資産)

流動資産は243億47百万円となり、前連結会計年度末と比較して37億２百万円の増加となりました。これは主に、

現金及び預金が72億70百万円、商品及び製品が２億60百万円増加し、受取手形及び売掛金が38億24百万円減少した

ことによります。第１四半期連結会計期間において、先行き不透明な経営環境に対するリスク対応として50億円の

事業資金を長期で借入れております。

固定資産は117億48百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億39百万円の減少となりました。

(負債)

流動負債は59億93百万円となり、前連結会計年度末と比較して３億８百万円の増加となりました。これは主に、

１年内返済予定の長期借入金が10億円増加し、買掛金が４億75百万円、賞与引当金が１億31百万円減少したことに

よります。

固定負債は81億５百万円となり、前連結会計年度末と比較して37億39百万円の増加となりました。これは主に、

長期借入金が37億50百万円増加したことによります。

これらの結果、流動比率は406.2％となり、前連結会計年度末と比較して43.1ポイント改善しました。継続して高い

安定性を維持しております。

(純資産)

純資産合計は219億97百万円となり、前連結会計年度末と比較して４億85百万円の減少となりました。これは主

に、四半期純損失と配当金の支払いにより利益剰余金が５億57百万円減少したことによります。自己資本比率は

60.9％となり、前連結会計年度末と比較して8.2ポイント減少しております。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は155億６百万円となり、前連結会計年度末と比較し72

億70百万円の増加となりました。

各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

運転資金の減少29億81百万円、減価償却費３億76百万円などの増加要因に対して、税金等調整前四半期純損失４

億21百万円、賞与引当金の減少額１億31百万円などの減少要因により、26億84百万円の増加(前年同四半期と比較し

52百万円増)となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

保険積立金の解約による収入４億61百万円、前期に売却した子会社株式の売却代金回収による収入１億54百万円、

有形固定資産の取得による支出４億67百万円などにより、95百万円の増加(前年同四半期は３億38百万円の減少)と

なりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

長期借入れによる収入50億円、長期借入金の返済による支出２億50百万円、配当金の支払額２億27百万円などに

より、45億10百万円の増加(前年同四半期は３億49百万円の減少)となりました。

　

(4) 経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

　

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(6) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は１億71百万円であります。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　



― 7 ―

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 36,000,000

計 36,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2020年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2020年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,924,075 9,924,075

東京証券取引所
(市場第二部)

名古屋証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は100株で
あります。

計 9,924,075 9,924,075 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2020年９月30日 ― 9,924,075 ― 7,121 ― 7,412
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(5) 【大株主の状況】

2020年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社コマツコーサン 石川県小松市軽海町ウ18番地３ 923 10.10

コマニー共栄会 石川県小松市工業団地一丁目93番地 756 8.28

コマニー従業員持株会 石川県小松市工業団地一丁目93番地 660 7.22

株式会社北陸銀行 富山県富山市堤町通り一丁目２番26号 444 4.85

吉田敏夫 石川県小松市 265 2.90

株式会社北國銀行 石川県金沢市広岡二丁目12番６号 260 2.84

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11番３号 231 2.53

株式会社日本カストディ銀行(信
託口)

東京都中央区晴海一丁目８番12号 228 2.50

木村直子 石川県小松市 223 2.44

塚本幹雄 石川県小松市 217 2.38

計 ― 4,211 46.09

(注) １．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日付でJTCホールディングス株式会社、資産

管理サービス信託銀行株式会社と合併し、株式会社日本カストディ銀行となりました。

２．当社は、自己株式787千株を保有しておりますが、上記の大株主からは除いております。なお、自己株式に

は、株式報酬制度導入に伴う信託財産として株式会社日本カストディ銀行(信託口)が保有する当社株式228

千株を含んでおりません。

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2020年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 787,400

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 9,129,300 91,293 ―

単元未満株式 普通株式 7,375 ― ―

発行済株式総数 9,924,075 ― ―

総株主の議決権 ― 91,293 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式228,803株(議決権

2,288個)が含まれております。
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② 【自己株式等】

2020年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
コマニー株式会社

石川県小松市工業団地
一丁目93番地

787,400 ― 787,400 7.93

計 ― 787,400 ― 787,400 7.93

(注) 役員向け株式交付信託が保有する当社株式228,803株は、上記自己株式には含まれておりません。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」 (2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2020年７月１日から2020年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2020年４月１日から2020年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,236 15,506

受取手形及び売掛金 9,709 5,885

商品及び製品 819 1,079

仕掛品 138 173

原材料及び貯蔵品 485 556

その他 1,270 1,168

貸倒引当金 △16 △23

流動資産合計 20,645 24,347

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,381 2,287

機械装置及び運搬具（純額） 1,623 1,605

土地 3,359 3,359

建設仮勘定 86 191

その他（純額） 154 168

有形固定資産合計 7,604 7,613

無形固定資産

その他 415 490

無形固定資産合計 415 490

投資その他の資産

投資有価証券 1,124 1,208

長期貸付金 22 20

繰延税金資産 1,767 1,870

その他 986 579

貸倒引当金 △33 △33

投資その他の資産合計 3,868 3,645

固定資産合計 11,888 11,748

資産合計 32,533 36,096
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2020年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2020年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 1,877 1,401

短期借入金 900 1,900

未払法人税等 61 100

賞与引当金 801 669

役員賞与引当金 20 17

その他 2,024 1,903

流動負債合計 5,685 5,993

固定負債

長期借入金 － 3,750

リース債務 240 220

再評価に係る繰延税金負債 331 331

退職給付に係る負債 3,351 3,383

役員株式給付引当金 90 82

その他 351 338

固定負債合計 4,365 8,105

負債合計 10,050 14,099

純資産の部

株主資本

資本金 7,121 7,121

資本剰余金 7,607 7,607

利益剰余金 8,571 8,014

自己株式 △1,135 △1,127

株主資本合計 22,163 21,615

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △93 △34

土地再評価差額金 481 481

為替換算調整勘定 8 △1

退職給付に係る調整累計額 △78 △64

その他の包括利益累計額合計 318 381

純資産合計 22,482 21,997

負債純資産合計 32,533 36,096
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

売上高 14,347 11,337

売上原価 8,992 7,186

売上総利益 5,355 4,150

販売費及び一般管理費 ※1 5,386 ※1 4,724

営業損失（△） △31 △573

営業外収益

受取利息 3 0

受取配当金 10 9

為替差益 － 10

受取賃貸料 7 3

保険解約返戻金 － 37

雇用調整助成金 － 71

売電収入 11 18

その他 30 25

営業外収益合計 63 177

営業外費用

支払利息 8 3

持分法による投資損失 0 0

為替差損 60 －

売上割引 9 8

減価償却費 3 6

その他 4 5

営業外費用合計 85 25

経常損失（△） △54 △421

特別利益

固定資産売却益 0 0

投資有価証券売却益 0 －

特別利益合計 0 0

特別損失

固定資産除却損 26 0

投資有価証券売却損 － 0

特別損失合計 26 0

税金等調整前四半期純損失（△） △80 △421

法人税等 42 △92

四半期純損失（△） △122 △328

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △122 △328
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

四半期純損失（△） △122 △328

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △57 59

為替換算調整勘定 △47 △10

退職給付に係る調整額 17 14

その他の包括利益合計 △87 63

四半期包括利益 △210 △265

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △210 △265

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △80 △421

減価償却費 408 376

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △40 52

賞与引当金の増減額（△は減少） △141 △131

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8 △2

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △6 △8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0 7

受取利息及び受取配当金 △13 △10

支払利息 8 3

保険解約返戻金 － △37

雇用調整助成金 － △71

有形固定資産売却損益（△は益） △0 △0

有形固定資産除却損 26 0

投資有価証券売却損益（△は益） △0 0

売上債権の増減額（△は増加） 3,795 3,822

たな卸資産の増減額（△は増加） △485 △365

仕入債務の増減額（△は減少） △466 △474

その他 △482 △200

小計 2,513 2,537

利息及び配当金の受取額 13 10

利息の支払額 △8 △3

雇用調整助成金の受取額 － 71

法人税等の支払額 △23 △46

法人税等の還付額 136 115

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,631 2,684

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △156 －

定期預金の払戻による収入 188 －

有形固定資産の取得による支出 △239 △467

有形固定資産の売却による収入 0 0

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※2 154

保険積立金の解約による収入 － 461

その他 △130 △52

投資活動によるキャッシュ・フロー △338 95

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 － 5,000

長期借入金の返済による支出 △107 △250

自己株式の売却による収入 6 8

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △228 △227

リース債務の返済による支出 △20 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △349 4,510

現金及び現金同等物に係る換算差額 33 △20

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,976 7,270

現金及び現金同等物の期首残高 7,070 8,236

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 9,046 ※1 15,506
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　該当事項はありません。

　

(会計方針の変更)

(配送費及び倉庫料の会計処理)

従来、本社の物流センターから現場への配送費及び各拠点のハブセンターに係る倉庫料は、販売費及び一般管理

費に計上しておりましたが、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)及び「収益認識

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第30号 2020年３月31日)の適用準備を開始したことを契機

に、売上と原価との対応関係を明確にし、原価範囲の見直しを行った結果、第１四半期連結会計期間より売上原価

に含めております。

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第２四半期連結累計期間については、遡及適用後の四半期連結財務諸表

となっております。

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第２四半期連結累計期間の売上原価は３億91百万円増加し、販売費及

び一般管理費が同額減少しております。

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

(税金費用の計算)

当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理

的に見積り、税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算しております。ただし、当該見積実効税率を用

いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっておりま

す。

(追加情報)

(株式報酬制度)

当社は、当社取締役(社外取締役を除く。以下同様とする。)及び執行役員等(以下総称して「取締役等」とい

う。)に対し、信託を用いた株式報酬制度(以下「本制度」という。)を2016年８月に導入しております。

（1）取引の概要

本制度は、当社が金員を拠出することにより設定する信託(以下「本信託」という。)が当社株式を取得し、

役位及び連結営業利益率に応じて当社が取締役等に付与するポイント数に相当する株式を、本信託を通じて取

締役等に交付する株式報酬制度であります。なお、取締役等が当社株式の交付を受ける時期は、原則として取

締役等の退任時であります。

本制度に関する会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上

の取扱い」(実務対応報告第30号 2015年３月26日)に準じて、総額法を適用しております。

（2）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額(付随費用の金額を除く。)により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度４億７百万円、233,928

株、当第２四半期連結会計期間３億98百万円、228,803株であります。

(会計上の見積りに用いた仮定)

新型コロナウイルス感染症に伴う会計上の見積りに用いた仮定は、直近の新型コロナウイルス感染症拡大の状況

や経済、市場動向を踏まえ、前連結会計年度の有価証券報告書（追加情報）の記載から重要な変更はありません。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

報酬及び給料手当 2,417 百万円 2,233 百万円

賞与引当金繰入額 458 〃 430 〃

役員賞与引当金繰入額 16 〃 17 〃

退職給付費用 124 〃 130 〃

賃借料 309 〃 322 〃

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

現金及び預金 9,203百万円 15,506百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △156百万円 ―

現金及び現金同等物 9,046百万円 15,506百万円

※２ 前連結会計年度において株式の売却により連結子会社でなくなった格満林(南京)新型建材科技有限公司の株式売

却による未収入金の回収による収入であります。

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日
定時株主総会

普通株式 228 25 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年10月30日
取締役会

普通株式 237 26 2019年９月30日 2019年12月６日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金６百万円が含まれております。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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当第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月23日
定時株主総会

普通株式 228 25 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金５百万円が含まれております。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年11月11日
取締役会

普通株式 137 15 2020年９月30日 2020年12月４日 利益剰余金

(注) 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2019年４月１日 至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間（報告セグメントの変更等に関する事項）に記載のとおりです。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

当社グループは、第１四半期連結会計期間よりパーティションの製造及び販売事業の単一セグメントとなったため、

記載を省略しております。

(報告セグメントの変更等に関する事項)

当社グループは従来、「日本」「中国」の２区分を報告のセグメントとしておりましたが、第１四半期連結会計期

間より「パーティションの製造及び販売事業」の単一セグメントに変更しております。

この変更は、2020年１月に当社の連結子会社であった格満林(南京)新型建材科技有限公司の全出資持分を譲渡した

ことに伴い、中国におけるパーティションの製造及び販売から撤退したことによるものです。

この変更により、前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間のセグメント情報の記載を省略してお

ります。
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(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

１株当たり四半期純損失(△)(円) △13.82 △36.93

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円) △122 △328

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)(百万円)

△122 △328

普通株式の期中平均株式数(株) 8,900,261 8,904,332

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎については、１株当たり四半期純損失であり、ま

た、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当社株式は、１株当たり四半期純損失の算

定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

　 １株当たり四半期純損失の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第２四半期連結累計期間

236,510株、当第２四半期連結累計期間232,306株であります。

２ 【その他】

第61期(2020年４月１日から2021年３月31日まで)中間配当について、2020年11月11日開催の取締役会において、

2020年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 １億37百万円

② １株当たりの金額 15円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2020年12月４日

(注) 配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保有する当社株式に対する配当金３百万円が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2020年11月11日

コマニー株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

　北陸事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 金 子 寛 人 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 野 尻 健 一 ㊞

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコマニー株式会

社の2020年４月１日から2021年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2020年７月１日から2020年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2020年４月１日から2020年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コマニー株式会社及び連結子会社の2020年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　



・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役 社長執行役員 塚本健太は、当社の第61期第２四半期(自 2020年７月１日 至 2020年９月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　



　



　


